
大
軍
拡
へ
暴
走
を
開
始

「
国
力
と
し
て
の
防
衛
力
を
総
合
的

に
考
え
る
有
識
者
会
議
」
（
座
長
・
佐
々

江
賢
一
郎
・
元
駐
米
大
使
）
は
４
回
の

会
合
を
開
い
て
政
府
へ
の
報
告
書
を
ま

と
め
、
防
衛
力
の
強
化
を
国
民
全
体
の

課
題
と
し
、
「
自
ら
の
国
は
自
ら
が
守

る
国
民
の
防
衛
意
識
」
の
醸
成
と
と
も

に
、
防
衛
費
の
増
額
負
担
を
国
民
全
体

に
を
求
め
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
自
衛
隊

の
「
反
撃
能
力
」
は
「
不
可
欠
」
と
し
、

様
々
な
分
野
で
の
総
合
的
な
防
衛
体
制

を
提
言
し
ま
し
た
。

ま
た
、
与
党
の
「
ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー

ム
」
も
反
撃
能
力
の
保
有
、
そ
の
た
め

に
攻
撃
目
標
を
特
定
す
る
た
め
の
情
報

収
集
衛
星
50

基
の
配
備
な
ど
、
具
体
的

に
踏
み
込
ん
で
い
ま
す
。
ま
た
、
防
衛

省
は
潜
水
艦
か
ら
発
射
す
る
「
ス
タ
ン

ド
・
オ
フ
・
ミ
サ
イ
ル
」
の
導
入
を
検

討
す
る
な
ど
、
政
府
・
与
党
の
「
抑
止

力
」
の
名
に
よ
る
軍
事
力
の
飛
躍
的
拡

大
は
異
常
な
も
の
で
す
。

政
府
は
年
末
ま
で
に
「
安
保
３
文
書
」

を
確
定
し
ま
す
が
、
そ
の
内
容
は
こ
う

し
た
動
き
を
反
映
し
た
も
の
と
な
り
ま

す
。
ち
な
み
に
、
「
安
保
３
文
書
」
と

は
「
国
家
安
全
保
障
戦
略
」
を
基
本
と

し
、
こ
れ
を
具
体
化
し
た
「
防
衛
計
画

の
大
綱
」
、
５
年
間
で
調
達
す
る
装
備

品
を
記
し
た
「
中
期
防
衛
力
整
備
計
画
」

を
い
い
ま
す
。

今
回
の
「
安
保
３
文
書
」
の
全
面
改

定
は
、
米
国
が
中
国
を
「
挑
戦
者＝

仮

想
敵
国
」
と
し
、
米
軍
が
日
本
に
求
め

た
「
統
合
抑
止
」
力
に
応
え
た
も
の
と

な
り
ま
す
。

「
台
湾
有
事
」
で
軍
事
作
戦

米
軍
の
「
統
合
抑
止
力
」
は
、
対
中

国
戦
略
を
「
第
１
列
島
線
」
（
図
参
照
）

と
し
、
鹿
児
島
・
奄
美
大
島
か
ら
沖
縄

県
宮
古
島
、
さ
ら
に
石
垣
島
、
台
湾
、

南
シ
ナ
海
に
い
た
る
地
域
を
日
米
ミ
サ

イ
ル
攻
撃
網
の
壁
を
つ
く
る
こ
と
で
す
。

既
に
対
中
国
戦
を
想
定
し
、
11

月
10

日
か
ら
日
米
共
同
実
働
演
習
が
行
わ
れ
、

自
衛
隊
２
万
６
千
人
、
米
軍
１
万
人
、

豪
・
英
・
加
が
参
加
し
て
い
ま
す

防
衛
費
は
５
年
間
で
総
額
43

兆
１
０

０
０
億
円
と
す
る
現
計
画
で
は
、
毎
年

倍
増
の
11
兆
円
の
軍
事
費
と
な
り
、

そ
の
財
源
は
国
民
負
担
と
な
り
ま
す
。

敵
基
地
・
司
令
部
を
先
制
攻
撃

「
安
保
３
文
書
」
改
定
の
「
肝
」
は

「
敵
基
地
攻
撃
能
力
」
の
保
有
で
す
。

国
産
の
「
12

式
地
対
艦
誘
導
ミ
サ
イ
ル
」

を
射
程
１
０
０
０
㌔
に
延
伸
し
、
10

年

後
に
は
１
５
０
０
基
保
有
、
当
面
は
米

国
の
「
ト
マ
ホ
ー
ク
巡
航
ミ
サ
イ
ル
」

（
射
程
１
６
０
０
㌔
以
上
）
の
導
入
で

す
。
朝
鮮
や
中
国
が
日
本
へ
の
攻
撃
準

備
に
着
手
し
た
と
判
断
し
た
時
、
敵
基

地
、
司
令
部
な
ど
に
「
反
撃
」
す
る
ミ

サ
イ
ル
で
先
制
攻
撃
そ
の
も
の
で
す
。

こ
の
「
安
保
３
文
書
」
は
、
「
非
戦
・

非
武
装
」
を
掲
げ
る
憲
法
９
条
を
完
全

に
空
洞
化
さ
せ
ま
す
。
武
力
で
平
和
は

守
れ
ま
せ
ん
。
今
こ
そ
日
本
の
「
平
和

外
交
」
を
求
め
る
声
を
強
め
ま
し
ょ
う
。
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委員長 岡﨑ひろみ

憲法前文
憲法９条

岸
田
・
自
公
政
権
の
日
本
の
安
全
保
障
政
策
の
大
転
換
を
目
指
す
動
き
が
急
ピ
ッ
チ

で
進
ん
で
い
ま
す
。
年
末
ま
で
に
ま
と
め
る
「
安
保
３
文
章
」
に
対
す
る
政
府
の
「
有

識
者
会
議
」
の
「
報
告
」
や
、
与
党
の
「
ワ
ー
キ
ン
グ
チ
ー
ム
」
な
ど
が
、
ま
さ
に
憲

法
前
文
や
９
条
を
か
な
ぐ
り
捨
て
た
大
軍
拡
に
暴
走
し
始
め
て
い
ま
す
。
そ
の
軍
事
費

を
一
般
国
民
の
血
税
に
求
め
る
、
と
ん
で
も
な
い
事
態
を
迎
え
ま
す
。

圧殺を狙う自公政権の



岸
田
政
権
の

原
発
政
策
の
大

転
換
は
、
原
発
再
稼
働
、
運
転
期
間
の
延

長
、
次
世
代
型
原
発
の
開
発
の
３
点
で
す
。

こ
れ
は
、
ロ
シ
ア
の
ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
攻

に
伴
う
エ
ネ
ル
ギ
ー
不
足
や
、
気
候
変
動

へ
の
対
応
を
利
用
し
た
「
火
事
場
泥
棒
」

的
政
策
変
更
で
す
。

政
府
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
は
原
子
炉
規
制
法

を
改
定
し
、
稼
働
原
則
40
年
を
最
長
20
年

延
長
を
狙
っ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
原
子
力

規
制
委
員
会
は
事
実
上
こ
れ
を
追
認
し
て

お
り
、
こ
の
新
ル
ー
ル
案
は
年
末
の
「
Ｇ

Ｘ
会
議
」
で
決
定
し
、
来
年
の
通
常
国
会

で
関
連
法
の
改
悪
を
予
定
し
て
い
ま
す
。

ロ
シ
ア
の
ウ

ク
ラ
イ
ナ
侵
攻

に
よ
る
原
発
問
題
は
世
界
に
大
き
な
問
題

を
提
起
し
ま
し
た
。
欧
州
最
大
の
出
力
の

ウ
ク
ラ
イ
ナ
南
部
に
あ
る
ザ
ポ
リ
ー
ジ
ャ

原
発
が
戦
火
に
さ
ら
さ
れ
、
現
地
調
査
を

し
た
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
は
「
爆
発
す
れ
ば
チ
ェ
ル

ノ
ブ
イ
リ
の
10
倍
」
と
指
摘
し
ま
し
た
。

も
ち
ろ
ん
「
フ
ク
シ
マ
」
を
経
験
し
た
日

本
は
そ
の
危
険
性
を
身
に
染
み
て
い
ま
す

が
、
自
民
党
原
発
推
進
議
連
は
３
月
に
テ

ロ
対
策
も
な
い
原
発
の
緊
急
稼
働
を
提
言

す
る
あ
り
さ
ま
で
す
。

原
発
か
ら
の

脱
却
は
な
ぜ
必

要
で
し
ょ
う
か
？
多
く
の
理
由
が
あ
り
ま

す
が
、
福
島
第
一
原
発
の
電
源
喪
失
に
よ

る
大
爆
発
事
故
は
、
放
射
能
を
大
量
放
出

さ
せ
、
そ
の
被
害
は
子
々
孫
々
に
わ
た
り

ま
す
。
ま
た
原
発
か
ら
出
た
「
放
射
性
廃

棄
物
」
の
中
に
は
10
万
年
以
上
も
隔
離
が

必
要
な
も
の
が
あ
り
、
そ
の
解
決
策
は
あ

り
ま
せ
ん
。
ま
た
、
原
爆
の
燃
料
で
あ
る

「
ウ
ラ
ン
・
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
」
を
作
り
出

し
、
核
拡
散
社
会
を
助
長
し
ま
す
。
更
に
、

原
発
か
ら
発
生
し
た
65
％
の
熱
量
は
温
廃

水
と
し
て
海
洋
に
放
出
さ
れ
ま
す
。
ま
た
、

労
働
者
の
被
曝
、
原
発
立
地
の
自
治
体
で

の
原
発
依
存
か
ら
の
自
立
を
阻
害
し
、
住

民
に
「
賛
否
」
の
分
断
を
持
ち
込
む
な
ど
、

原
発
の
危
険
性
と
弊
害
は
多
々
あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
に
原
発
は
「
ク
リ
ン
ー
エ
ネ

ル
ギ
ー
」
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。原

発
依
存

の
電
力
源
を

「
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
」
に
求
め
る

べ
き
で
す
。
電
力
消
費
量
に
対
す
る
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
発
電
量
（
図
参

照
）
は
２
０
１
９
年
時
点
で
は
、
ウ
ル

グ
ア
イ
、
ノ
ル
ウ
ェ
ー
、
ア
イ
ル
ラ
ン

ド
は
１
０
０
％
を
上
回
っ
て
い
ま
す
。

そ
れ
に
対
し
て
、
日
本
は
19
・
２
％
で

す
。
さ
ら
に
、
２
０
２
０
年
度
の
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
割
合
は
19
・

８
％
で
あ
り
遅
々
と
し
て
進
ん
で
い
ま

せ
ん
。
そ
の
要
因
は
政
府
が
示
し
た
２

０
３
０
年
度
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
構
成
の
中

で
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
が
36
～
38

％
と
低
く
、
一
方
で
、
原
子
力
発
電
が

20
～
22
％
と
原
発
依
存
の
体
質
の
ま
ま

だ
か
ら
で
す
。

原
発
と
化
石
燃
料
に
よ
る
電
源
を
早

急
に
転
換
し
、

再
生
可
能
エ

ネ
ル
ギ
ー
電

力
を
加
速
さ

せ
、
地
球
の

気
候
危
機
に

対
応
す
る
べ

き
で
す
。

(1988年１月18日第三種郵便物認可) 『 週 刊 新 社 会 』 号 外 ２０２２年12月

お問い合わせ先週刊新社会を
読みませんか

政
府
は
「
Ｇ
Ｘ
（
グ
リ
ー
ン
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
）
実
行
会
議
」
を
7
月

に
立
ち
上
げ
、
岸
田
首
相
は
次
世
代
原
発
の
開
発
・
建
設
の
検
討
を
指
示
し
ま
し
た
。

ま
た
、
政
府
・
経
産
省
は
原
発
の
運
転
期
間
を
40
年
と
し
た
ル
ー
ル
の
変
更
に
着
手
し

ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
「
新
増
設
は
想
定
し
て
い
な
い
」
と
し
て
い
た
政
府
方
針
の
大
転

換
で
あ
り
、
国
民
へ
の
背
信
行
為
で
す
。

岸田政権ー裏切りの原発政策に転換へ
原発再稼働、老朽原発の運転期間20年延長、次世代原発の開発

「つながりを読む」HPより

「
火
事
場
泥
棒
」
の

原
発
政
策
転
換

原
発
緊
急
稼
働

懲
り
な
い
原
発
議
連

原
発
回
帰
・
再
稼
働

は
社
会
的
犯
罪

再
生
可
能
な

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
へ


